
 

普通会計と連結会計の比較 

普通会計財務書類の数値と連結財務書類の数値を比較することにより、普通会計以外の 

行政サービスの規模を把握するものです。 

   

貸借対照表 

（単位：千円） 

項  目 連結会計 A 普通会計 B 連単差額 A-B 

(資産の部)  163,844,434  132,773,176 31,071,258 

  公共資産 151,494,991      125,689,057   25,805,934 

  投資等 4,271,970        2,536,650        1,735,320 

  流動資産        8,056,454        4,547,469        3,508,985 

 繰延勘定 21,019                0           21,019 

(負債の部)       67,813,880       45,840,609       21,973,271 

  固定負債       61,336,709       42,235,819       19,100,890 

  流動負債        6,477,171        3,604,790        2,872,381 

純資産        96,030,554       86,932,567        9,097,987 

 

     

行政コスト計算書 

（単位：千円） 

項  目 連結会計 A 普通会計 B 連単差額 A-B 

経常行政コスト 46,775,233 25,459,085 21,316,148 

経常収益 14,260,944 501,774 13,759,170 

純経常行政コスト 32,514,289 24,957,311 7,556,978 

 

 

資金収支計算書 

（単位：千円） 

項  目 連結会計 A 普通会計 B 連単差額 A-B 

経常的収支 7,824,836 7,502,043 322,793 

公共資産整備収支 △2,703,941 △2,551,044 △152,897 

投資・財務的収支 △4,870,243 △4,698,338 △171,905 

翌年度繰上充用金 

増減額 
        0          0        0 

当年度資金増減額  250,652 252,661 △2,009 

期首資金残高 3,874,457     877,669 2,996,788 

期末資金残高  4,125,109   1,130,330  2,994,779 

(注) 普通会計の資金については、連結財務書類の資金の範囲に合わせています。 

 



 

 

ア 貸借対照表の資産合計の差額は、主に下水道施設や水道施設、ゴミ処理施設、消防 

施設などの公共資産のほか、国民健康保険の長期延滞保険料や各特別会計等の退職手当 

組合積立金、財政調整基金、特定目的基金などによるものです。 

イ 貸借対照表の負債合計の差額は、主に水道事業及び下水道事業などの地方債償還額や 

各特別会計等の退職手当引当金などによるものです。 

ウ 行政コスト計算書の経常行政コストの差額は、主に水道事業や下水道事業、国民健康 

保険事業、介護保険事業などの行政コストによるものです。 

エ 行政コスト計算書の経常収益の差額は、主に国民健康保険事業や介護保険事業の保険 

料、水道事業や下水道事業、第三セクターの事業収益などによるものです。 

 

 

 


